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経営者の経営意識とビヘイビァ
ー東京商工会議所の実態調査資料にもとついて一
薗　　出　　碩　　也
はしがき
　企業の基本問題を解き明かしていく一環として，経営者の思考・意識・行動・態度などに関する問
題について考察を進めたいと考えていた折から，東京商工会議所のかなり大規模な経営者に関する表
記のような実態調査資料を入手し，検討を加える機会を得たので，この資料にもとついて，一つのア
プロー一チを試みてみた。
　資料によれば，回答の集計結果の説明と数価，図表がとりあげられているが，つっこんだ評価や分
析が行なわれていないので，ここでは，あえて資料の数価に忠実に，これらをもとにして，筆者なり
の評価・分析を試みたのである。，
　すでに「研究所研究報告書」において記載してあるように，この問題に関して，日本事務能率協会
訳編「経営者ハンドブック」（日本ビジネスプラン刊，昭和45年11月発行）に発表した。そこでは，
調査表（以下に添附）の順序通り項目を追って分析・評価を試みたが，本稿では，前記の目次にみら
れるような体系のもとに調査項目を配列しなおし，分析・評価をしたものである。
　次に，東京商工会議所資料（「経営者の経営意識とビヘイビア」東京会議所発行，昭和44年10月刊）
の「はしがき」「調査実施要領」および「経営者に関する調査表」を参考のため添附しておく。
　また，本稿では，分析・評価に際して図表を用いているが，これらは，，特にことわりのあるものを
除いては，資料の数価をもとにして筆者が構成したものである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　は　し　が　き
　本格的な国際化時代をむかえ，企業をとりまく諸環境はいよいよきびしさをましてきている。つぎ
つぎに起こりつつある現実の革新変化に対応し，企業を生かし，人を生かしていかねばならない現代
経営者の役割は重い。
　経営者は，つねに強力なリーダーシップを発揮しつつ，未来への挑戦をかけたビジョンをもたねば
ならない。ドラッカーをはじめとする学者などのあいだで，企業経営論・経営者論が新しいかたちで
提起されているのも，これからの産業社会に対応するためには何よりも経営者の姿勢というものがそ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一45一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
こで問題になるからである。
　現代における経営者は一体どのような経営観・意識をもち，どのように自己革新をおこなっている
のか，かれらの経営行動，社会奉仕活動，そのほか日常行動はどうか，こうした実態を把握するため，
本会議所は，東京青年会議所の協力をえて直接経営者に対し《経営者の経営意識とビヘイビアに関す
るアンケート調査》を実施し，その調査結果をとりまとめた。本資料によって，これらの経営問題に
関し何らかの新しい視点を見出すこととなれば幸いである。
　おわりに，本調査に対しご繁務にもかかわらず多大のご協力をいただいた対象企業の経営者各位お
よび関係方面の方々に厚くお礼を申しあげる。
　なお，本調査は日本商工会議所，日本青年会議所の共同調査の一環としてとりおこなった。r
　　　　　　昭和44年10月　　　　　　　　　　　　　　東京商工会議所　企画調査部
　　　　　　　　　　　　　　　　　調査の実施要領
　1．調査対象
　本調査対象は，東京都に所在し製造業を営む資本金1，000万円以上の企業（中堅企業・中規模企業
を中心に）である。
　2．調査期間
　昭和44年7月1日に調査票を発送，8月5日に締め切った。
　3．回収状況
発送数1葡酪数停糊轡
総 合 2，012 650 32．3
中規模企業
（資本金1：8騨籍）
中堅企業（鮮金響隅細
大　企　業　（資本金5億円以上）
1，203
661
148
599
197
54
35．5
29．8
36．5
4．サンプル構成
　（1）資本金規模別のサンプル構成
企　業　数 構成　比（°／・）
総 合 650 100．0
中規模企業
（資本金1：器呂劉細
中堅企業（資本金1・騙難）
大　企　業　（資本金5億円以上）
599
197
54
61．4
30，3
8．3
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②　社長年令別のサンプル構成
企業数1構成比（％）
総
? 650 100．0
????????? ????〜〜? ?? ????? 50
142
200
258
7．7
21．8
30．8
39．7
〔3）企業形態別のサンプル構成
企業数睡成比（％）
総
? 650 100，0
???????? ?? ? 517
50
83
79．5
7，7
12．8
（注）　本調査では集計分析上資本金1，000万円～5，000万円未満の企業を中規模企業，
　　5，　000万円～5億円未満の企業を中堅企業，5億円以上の企業を大企業とした。
　　　　　　　　　　　　　　　経営者に関する調査表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京商工会議所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京青年会議所
あなたの企業の概要について（昭和44年6月末現在）
　　1，企業名　2．所在地　3．社長氏名　4．社長年令（満年令）5．業種区分　6．業態（独立企業　下請
　　企業　独立兼下請企業）7．常用従業員数　8．個人・同族非同族の別（個人企業　同族法人　非同
　　族法人）9．払込資本金（出資額）
1－1　あなたが経営者として自己の向上のために重視しているのは次のどれですか。
　　1，友人　先輩との意見交換　2．読書（専門書）3．業界内の研究グループ（セミナー）への参加
　　4．国内視察　5．業界外の研究グループ（セミナー）への参加　6．海外視察7．社内研究グループ
　　への参加　8．その他（右に具体的にご記入ください）
　　　　　　　　　　　　1位I　　　I2位I　　　l3位l　　　l
1－2　あなたが最近読まれた産業経済・経営・科学技術にかんする書物名およびその著者名を次に
　　　ご記入ください。
1－3　あなたが定期に購読されている雑誌名を次にご記入ください。
1－4　あなたが今年参加されたセミナーの名称を次にご記入ください。
2－1次にかかげるもののうち経営者の条件として重要であると思われるものを重要な順にまず5つ
　　　お選びください。
　　01．ビジョン　02．誠実さ　03．決断力　04．一般基礎知識　05，分析力06．よい人間関係07．健康
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一47一
　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
　08，行動力　09．創造性　10，専門知識　11．信念　12，表現力　13．進歩性　14，ヒュ　・一マニズム
　15．柔軟性　16．慎重性　17．忍耐力　18．国際性　19．計画性　20．反省力　21．ユーモア　22．洞察
　力　23．責任感　24．豊かな経験　25．記憶力
2－2次の7つは経営者に必要な能力として一般にあげられていますが，あなた自身について最もす
　　　ぐれていると思われる順に1位から5位までお選びください。
　1．目標設定能力　2．方法発見能力　3．組織化能力　4．情報伝達能力　5。動機づけ能力　6，部下育
　成能力　7．自己革新能力　8，その他の能力（具体的にご記入ください）
3・経営者としてあなたは会社での生活（公的生活）と家庭での生活（私的生活）との調和について
　　どうお考えですか。
　1．現在良く調和が保たれていますか。
　　　1．十分保たれている　2．まあまあ保たれている　3．保たれていない
　2．私的生活が公的生活の犠牲になっていますか。
　　　1．かなり犠牲になっている　2．やや犠牲になっている　3．犠牲になっていない
　3，家庭内で家族と仕事（会社）のことについて相談しますか。
　　　1．すべて相談する　2．一部分相談する　3．かなり相談する　4．相談しない
　4．あなたは家庭内に会社の仕事をもちこみますか。
　　　1．常時もちこむ　2．もちこまない　3．たまにもちこむ
　5．子供の学業や親類縁者の都合など私的生活と会社の公的都合との調和がとれなくなった場合，
　　　あなたは次のどの態度をとりますか。
　　　1．できるだけ公的生活を優先させる　2．ケース・バイ・ケースでどちらともいえない　3，私
　　　的生活を優先させるほうである
4．あなたは米国の経営者に対してどのようなイメージをお持ちですか。
　1．事業を離れた人間同士のつきあいの相手としては
　　　1．きわめて好ましい　2．好ましい　3。あまり好ましくない　4．きわめて好ましくない　5．な
　　　んともいえない
　2．事業の取引相手としては
　　　1．きわめて信用がおける　2．かなり信用がおける　3．あまり信用がおけない　4．きわめて信
　　　用がおけない　5．なんともいえない
　3．事業の競争相手としては
　　　1．きわめて脅威である　2．かなり脅威である　3，あまり脅威でない　4．すこしも脅威でない
　　　5．なんともいえない
5．社内での意志伝達の方法としてもっとも効果的であると思われる方法を次のなかから3つ選び，
　ご記入ください。
　10．社内会議　20．提案制度　30．朝礼（全員集合）40．掲示　50．社内報　60．苦情相談　70．巡回
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　80．労使協議会　90．教育訓練　01．個人接触　02，その他社内組織　03．そめ他（具体的にご記入く
　ださい）・
6．一般的には企業経営は，その国又は地域の経営をとりまく環境の影響をうけるものとされていま
　すが，あなたの場合次に掲げた諸要因のうちとくに影響が強いと思われるもの3つ選び，ご記入
　ください。
　1．経済社会諸制度　2．気風　3．人口分布の度合　4，地方行政　5．社会資本　6．情報　7．地域連帯
　8．自然条件　9，文化水準
7．市場情報を把握し，有望なアイデアを入手する手段として，あなたはどのような情報ルートを利
　用していますか。次の各項目のなかから利用している度合によって該当するものを選びご記入く
　ださい。
1．販売組織（網）からの情報
2．セールスマン情報
3．雑誌情報
4．業界団体の情報
5．一般新聞情報
6，特定調査研究機関の情報
7．ブレーンによる情報
8．特許情報
9．その他
1．しばしば使う
1．しばしば使う
1．しばしば使う
1．しばしば使う
1．しばしば使う
1，しばしば使う
1．しばしぽ使う
1．しばしぼ使う
1．しばしば使う
2．時々使う
2．時々使う
2．時々使う
2．時々使う
2．時々使う
2。時々使う
2．時々使う
2．時々使う
2，時々使う
3．めったに使わないL
3．めったに使わない
3，めったに使わない
3．めったに使わない
3．めったに使わない
3．めったに使わない
3．めったに使わない
3．めったに使わない
3．めったに使わない
8－1従業員の労働意欲め向上に有効と思われるものを次のなかから3つ選び，ご記入ください。
　10．目標管理制度　20．賃金水準の改善　30．社内業務組織の改善　40．従業員持株制度　50．訓練
　（社内・社外）60．経営協議会　70．権限委譲　80．社内登用試験　90．職務・職能給　01．提案・表
　彰制度　02．カウンセリング（相談）制度　03．福利厚生　04．家庭関係　05．その他
8－2　最近，従業員の若い人達と高年令の人達との間で勤労に対する考え方や価値観に大きなひら
　　　きがみられているようですが，両者を企業のなかでどのように融合していく方法をとられて
　　　いますか。
8－3あなたは，どのようにてあなたの後継者を育成していますか，その方法を次に具体的に列挙
　　　してください。
9－1あなたがあなたの会社において実質的に果たす役割は次の項目のどれにあたりますか。
　1．企業の所有者（オーナー）としての役割
　2．所有者としての役割と専門経営者としての役割が混在しているが，後者のウェイトのなうが
　　　大きい
　3．専門経営者としての役割
　4．その他（　　　　　　　）としての役割
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9－2　企業経営上経営者としてはどの程度の自己企業の株式保有が必要であると思いますか。
　　1・まったく必要でない　2．30％未満必要である　3．30％～50％必要である　4．　51％～74％必要で
　　ある　5．75％以上必要である
9－3従業員の持株制度の意義をみとめられますか。
　　1．積極的に意義をみとめる　2．あまりみとめない3．何ともいえない
9－4　従業員の持株制度をあなたの会社では実施していますか。
　　1．実施していない
　　　実施している場合，従業員全体の持株比率は全株数のどの程度ですか
　　　　2．　6％未満　3．6％～10％　4．　11％以上
9－5株主にたいする経営者としての責任について，あなたはどのようにお考えですか。
10－1あなたが属する業界では現在合併ないしは協業化などによる業界の構造改善がすすんでおり
　　　ますか。
　　1．かなりすすんでいる　2．気運が生じてきた　3．最近はじめられた　4．必要であるがすすんでい
　　ない　5，その他（具体的にご記入ください）
10－2　あなたが属する業界は外国資本の影響をうけていますか。
　　1．すでにおおきな影響をうけている　2．現在影響をうけつつある　3．外資進出の動きを感ずる
　　4．まだ影響をうけていない　5．まったく外資進出の動きがない
11．金融機関の利用，とくに主要取引金融機関についてあなたはどのような方針をお持ちですか。
　　L1行　2．　2行　3．3行　4．4行～5行　5．6行以上
12－1社会的活動として現在どのような組織機関に加入しておられますか。
　　1．業種別組織（工業会・協同組合等）に
　　　　1．加入している　2．加入していない
　　2．業種以外の組織（商工会議所・その他の各種経済団体）に
　　　　1．加入している　2．加入していない
　　3．社会的任意団体（ロータリー・ライオンズ・青年会議所・日赤・YMCA等の社会的に認め
　　　られている団体）に
　　　　1．加入している　2．加入していない
　　4．国又は地方自治体の行政に直接関連する機関の
　　　　1．委員をしている　2，委員はしていない
12－2前記のいずれかの組織機関の役員になっておられますか。
　　1．なっている　2．なっていない
12－3前記組織機関の一員としての活動はあなたの企業にプラスしていますか。
　　L非常にプラスしている　2．かなリプラスしている　3，まあまあプラスしている　4．ほとんどプ
　　ラスしていない5．全くプラスしていない。
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12－4　あなたは企業としての社会的活動をどのようにお考えになられ，実践しておられますか。
　　1，ともかく奉仕理念をもって活動している　2．需要創造として必要と考え活動している　3，利益
　　還元という点から必要と考え活動している　4．あまり考えたことはない　5．その他（具体的にご
　　記入ください）
13．　あなたは最近の産業公害についてどのように考えておられますか。
　　1．公害対策の遅れている現状ではある程度止むを得ないと考える
　　2．発生者はその社会的責任としてみずから解決すべきである
　　3．国，地方公共団体および企業の三者が一体となって解決すべきである
　　4．国ないし地方公共団体が産業公害についてもっと総合的かつ積極的な防止対策をすすめるべ
　　　きである
　　5．その他（具体的にご記入ください）
14－1経営にはいろいろな情報をいろいろな角度からより早く処理することが必要といわれており
　　　ますが，あなたの企業におきましては今後情報をどのように処理されるお考えですか。
　　1．情報処理のためあたらしい組織をつくる
　　2．コンピュ　一一タを導入ないし利用する
　　3．従来の処理に若干の改善をする程度でよい
　　4．機械化より人間の教育に重点をおく
　　5．すでにコンピュータを導入ないし利用している
　　6．その他（具体的にご記入ください）
14－2　あなたは日曜，祭日，記念日以外に年間合計して休暇をどれくらいとりましたか。
15．あなたは通常1週間（日曜その他の休日を含む）を社内，社外にどのくらいの時間をさいておら
　　れますか。
1　経営者の条件・資質・能力
A　経営者の条件（2－1）
　経営者としての役割を果す上で重要条件と思われる項目25（ビジョン，誠実さ，決断力，一般基礎
知識，分析力，よい人間関係，健康，行動力，創造性，専門知識，信念，表現力，進歩性，ヒューマ
ニズム，柔軟性，慎重性，忍耐力，国際性，計画性，反省力，ユーモア，洞察力，責任感，豊かな経
験，記憶力）を設定し，これについて，重要な順に選択させている。
　次の表は，経営者の要件として第1位にあげているもののうち，もっとも多く選択された項目を3つ
とりあげ，総合，社長年令別，企業規模別，活動範囲（経営者の役割）別にあてはめたものである。
　25項目にわたる多くの条件のうちから，ビジョン，健康，決断力，誠実さといった項目が特に重要
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視され，ついで，洞察力，責任感などり条件が重んぜられていることがうかがえる。もとより，これ
ら肩目のほとんどは多かれ少なかれ経営者としての役割を果すため必要な条件であり，重要項目であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ることは否定できないであろうから，ここでは，“し
　経営者の条件として重要と思われるもめ（1位）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いて順位をつければ…”といった意味にうけとって順　位旨位　・位　・位
総 合 ビジョン21，7％
?????
　　　　　ビジョン40才未満　　　　　26．5
健　康「決断力
19・o％113・1％
???
??????
決断力
　24．5
40～50才
未　　満
ビジョン　健　　康
25．0　　　　16．4
　　　　　ビジョン50～60才　　　　健　　康未　　満　　　　　28．5
・・捌・ P健21．・康
中規模企　　業
中堅企業
大企業
所有者的
役　　割
混．　在
専門経営
者として
の役割
健　康
　22．5
ビジョン
20．6
ビジョン
55．8
健　　康
　20．5
ビジョン
24．5
ン??
???
ビ
誠実さ
　13．5
ビジョン
19．8
ビジョン
20．3
決断力
　17．5
健　　康
　18，9
ビジョン
19．2
健　　康
　17．6
健　　康
　18・4
?????
誠実さ
　15．0
決断力　9．7
決断力
　13．2
誠実さ
　14．5
健　　康
　12，4
決断力
　15．1
決断力
　13．5
決断力
　13．3
誠実さ
　15．8
　まず，社長年令が若いほど，また，企業規模が大きいほど
“ビジョン”が重視され，それに対して，年令が高いほど“健康”が重視されている。これに対して中
堅企業では，大企業や中規模企業に比べて“健康”よりは“決断力”の方が重視されているのがめだ
つ。成長意欲の高い企業が多いこの層においては当然ともいえる調査結果である。また，“決断力”は
この他40才未満の社長によってことのほか重視され，また“誠実さ”は40～60才と中規模企業で重視
されているといった特徴がこの表からうかがわれる傾向である。
　第2位，第3位にあげた項目の傾向は，圧倒的に“決断力”が高いパーセンテージを占めており，次
いで，行動力，誠実さ，よい木間関係，計画性，創造性などがウエイトの高いものであった。このな
かで特微的な傾向を2～3ひろいあげてみると“決断力”は圧倒的に他の項目よりも高い比率を占めて
いるが，中でも中堅企業，大企業で高く，中規模企業で比較的低い，いいかえると規模の大きい企業
において，よリウエイトが大きくおかれている。“行動力”重視は40才未満の社長，，“誠実さ”重視は
50才以上，中規模企業，混在的役割の項目で特徴的である。“よい人間関係”は規模が小さい企業ほど
重視され，40才未満の若い社長層には軽視されている。大企業については“決断力以外は，ほとんど
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しかるべきであろうと思う。　・
　ここで特に重要視された上記項目にそくして経営
者の意識を理解すれば，・次のようになろう。
　企業のトップである経営者にとって，未来への挑
戦をかけたビジョンが，まず何をおいても現今では
重要であり，そして，そのようなビジョンを実現し，
予測された成果をかちとるための休みなき活動，そ
してその基礎ともいうべき休力（健康），みさだめた
ビジョンに基づく薦躇なき決断，そしてそれらが人
間的誠実さのささえのもとで行なわれること，これ
らが経済的大国と成長したわが国のリーダーシップ
をにぎる一員として，みずからに要求する条件だ，
と考えたものと理解できよう。
　一般的にはこのようにいえるのであるが，年令や
企業規模の相違によって若干の違いがうかがわれ
る。そのうちでも特徴的なものについて次に述べて
みようP　　　　　　　、・
　　　　　　　　ことに大企業において顕著v＝一一一一
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同じ程度にかなりの項目に票がち
らばつている。また，、健康”につ
いては，第1位の場合とは逆に第
2位，第3位では，若年層社長ほど
重視する傾向がうかがえるが，こ
れは，第1位にはあげられないが
第2位，第3位としてはいずれにせ
よとり・あげちれるべき重要項目だ
と考えている証左であろうと思わ
れる。
　※　本表以下の図表において，この
　　「活動範囲別」という項目がで
　　てくるが，これに関しては，「H
　　のAオーナーとしての役割ど専
　　門経宮者としての役割との比重
　　欄係」の項を参照されたい。
B　経営者がみずからすぐれて
　　いると認めている経営上の
　　能力（2－2）
経営者の条件として重要と思われるもの（2位）
順
?
1位 2位 3位
???
合
?????
規
模
別
?????
40才未満
40t・y　50　才
未　　　　満
50～60才未　　　　満
60才以上
中　規　模
企　　業．
中堅企業
大　企　業
所有者的役　　　　割
混
㌧???
専門経當者と
しての役割
決断力　23．4％
決　断　力
　22，4
決断力　24．　5
決　断　力
　23，4
行　動　力
　9．0％
行　動　力
　16．3?????い??
誠　実　さ
　12．8
決断力． ｯ実さ　23，5　　　　　　9．7
決　断　力・
　20，1
決　断力
　28，9
誠　実　さ
　／0．4
ビジ　ョ　ン
　11，5
????????????????
決　断　力
　24．　5
決　断　力．
　21．0
決　断　力
　24．5’
よい人闇関係
健　　　　康
　　8．7
誠　実　ざ
　12．9
行　動　力
　／1．8
誠　　実　　さ
　　8．9％
創　　造　　性
　　14．3
行動力・創造性
他　　7．9
よい人間関係
　　9．7
ビ　ジ　ョ　ン
　　9．5
行　　動　　力
　　9，6
行動力・創造性
　　7．7
計画性・洞察力
　　7．5
誠実さ・行動力．
　　7．4
ビ　ジ　ョ　ン
　　10．3
　　　　　．一：
ビ　ジ　ョ　ン
　　8．6
　一般的に，経営者に必要な能力として考えられているものとして以下のJ．8　lj目をあげ，それに？い
て，自分自身でもっとも優れていz■と思われるものを，・優れていると思う順に選択させているが，以
下にその結果を第3順位までについて検討した。
　選択対象となった8項目とは，目標設定能力，方法発見能力，組織化能力，情報伝達能力，動機づ
け能力，部下育成能力，自己革新能力，その他，である。．
　下記の表でも明らかなように，㌔経営者に必要な能力の自己評価に関して第1位にあげられているも
のについてみると“目標設定能力”．が圧倒的に多く，ほぼ半数にのぼっていることがわかる。あとの
項目については極端な差はみられないが’1方法発見能力”“自己革新能YJ　’｛N’組織化能力”、、部下育成能
力”の順に回答数が大である。それに対して，“動機づけ能力”や、情報伝達能力”などは，それぞれ
総合では5，5％，2，7％とかなり低い比率を示している。
　もっとも回答率の高い“目標設定能力”は年令捌，規模別のいかんをとわず第1位を占めているこ
とが，ここで第1にあげるべき特微といえるだろう。総合でめ第2位になっでいるツゴ法発見能力”は，
社長年令の若い方へと順次高い比率になっているごと。“組織化能力”は規模の大きいほどまた所有
者としての役割より専門経営老としての役割を果たしている者ほど高い比率を示していること。X、自
己革新能力”は規模の小さいほど，また“部下育成能力”は規模が大きいほどそれぞれ高い比率を示
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第1位選択得票順位
1頃 位 1　位 2　位 3　位 4　位 5　位
総 合
?????
???
?????
40　才　未　満
40～50才未満
50～60才未満
60　才　以　上
中規模企業
中　堅　企　業
大　　企　　業
所有者として
悪晶翻混在
専門経営者として
目標設定
47．0％
目標設定
　47．9
目標設定
　51．5
目標設定
　42．9
目標設定
　47．6
目標設定
　47．1
目標設定
　45．3
目標設定
　53．1
目標設定
　49．1
目標設定
　44．5
目標設定
　50．0　’
方法発見
　15．7％
方法発見
　22．9
方法発見
　20．　6
方法発見
　17．　5
自己革新
　14．6
方法発見
　16．3
方法発見
　16．8
組織化　14．3
方法発見
　14．3
方法発見
　18．1
自己革新
12．9％
自己革新
　14．6
自己革新
　10．3
自己革新
　12．2
方法発見
　10．2
自己革新
　14．2
自己革新
　11．1
組織化　8．2％
組織化　8．3
組織化　5．1
組織化　9．5
組織化　8．9
組織化　6．　8
組織化　9．5
部下育成・自己革新　　　　10．2
自己革新
　12．1
自己革新
　15．9
方法発見・組織化　　　　12．5
部下育成
　8．9
組織　化
　7．0
自己革新
　10．4
部下育成
　6．9％
動機づけ
　4，2????????
部下育成
　8．　5
部下育成
　8．1
動機づけ
　5．8
部下育成
　8，9
方法発見
　6。1
組織　化
　6．3???? ???
部下育成
　6．9
していること。“動機づけ能力”は年令の高いほど，また専門経営者としての役割より所有者としての
役割を果たす者ほど高い比率を占めていること。等の傾向がこの中からうかがわれる。
　総合での順序は，年令別，規模別，活動範囲別のそれぞれの項目においてもほぼ大差なく位置づけ
られているが，“60才以上”，“大企業”，“専門経営老”の3項目において若干の変化がみられる。“60
才以上”では，2位が自己革新で3位が方法発見と2位と3位の順序が逆転している。s、大企業”では
4位の組織化が2位に，2位の方法発見が5位に，5位の部下育成が3位の自己発見とともに3位に，
また“専門経営者ttでは4位の組織化が2位の方法発見とともに3位に，といった具合である。
　さて，ここで見られる差異の特徴を考えてみると，大企業と専門経営者の項目においては組織化能
力が目標設定能力に次いで重要視されているということである。このことは，規模が大きくなること，
すなわち組織が大になるにしたがって当然に組織化の問題がクローズ・アップされざるを得ないこと
を意味するものである。〈オーナーとしての役割と専門経営者としての役割との比重関係〉の項を参
照すれば明らかなように，大企業においては専門経営者としての役割を果たすものが過半数を占めて
いるわけで，大企業の項目とともに専門経営者の項目も同じ傾向を示したものと思われる。
　第2順位選択傾向については，次表に示すとおり，“総合”では，方法発見，組織化，目標設定，
動機づけ，部下育成，自己革新，情報伝達といった順序で回答率が高い。ここで特徴的と見られる諸
点は，第1順位の場合のように1位にくるものが圧倒的ないしは過半数を占めるといった傾向ではな
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第2位選択得票順位
順 位 1　位 2　位 3　位 4　位 5　位
総 合
?????
???
?????
40　才　未　満
40～50才未満
50～60才未満
60　才　以　上
中規模企業
中　堅　企　業
大　　企　　業
所有者として
瓢轟｝泌
専門経営者として
方法発見
26．3％
組織化　16．7
方法発見
　21．5
方法発見
　25．3
方法発見
　52，0
方法発見
　29．　6
方法発見
　23．2
組織　化
　18．1％
目標設定
14．2％
動機づけ
12．9％
部下育成
　12．7％
動機づけ・部下育成・目標設定・方法発見
　　　　　　　　14．6
組織　化
　18．5
組織　化
　17．7
組織化　18．4
組織化　17．　6
組織　化
　t8．5
目標設定・動機づけ　　　　16．3
目標設定
　16．7
部下育成
　14．3
目標設定
　14．4
動機づけ
　IZ5
部下育成
　11．8
動機づけ
　12．7
部下育成
　13．6
目標設定
　13．8
部下育成
　10．4
組織化・方法発見　　動機づけ　　　　20．4　　　　　　　　　　　　　　　16．5
方法発見
　24．4
方法発見
　28．0
方法発見
　27．3
組織化　21．ア
動機づけ
　15．6
組織化　21．0
目標設定
　16．3
組織　化
　13．8
目標設定
　14．0
自己革新
　11．5
目標設定
　11．1
自己革新
　8．0
自己革新
　13．2
部下育成・目標設定
　　　　14．3
部下育成
　12．ア
動機づけ
　12．2
目標設定・部下育成　　　12．4
部下育成
　11．2
自己革新
　9．8
く，構成比が分散傾向を示していること。“40才未満”では，ほとんど構成比は分散しその間に大差が
みられないが，1頂位としては，総合の順位とは異なり”re織化”が1位にあげられ，他の4項目はま
ったく同数であること。大企業では，第1順位でも比率の高かった“組織化”がここでも“方法発見”
とならんで1位であり，重視されていること。等がうかがわれる。
　第3順位選択傾向については，総合では，組織化，部下育成，目標設定，動機づけ，情報伝達，方
法発見，自己革新の順である。第2順位の場合もかなり構成比が分散傾向であったが，ここではさら
にその傾向が強い。ことに1位の“組織化”と2位の“部下育成”とはほとんど差はなく，項目（年
令別や規模別等の）数からいうと5つづつであり，甲乙つけがたいといったところである。“組織化”
を1位に推しているのは“年令別”では40才未満と60才以上で，規模別で大企業，活動範囲別では，
専門経営者と混在型とである。”部下育成”を1位にあげているのは，年令別では40～60才未満で，規
模別では中規模・中堅企業，活動範囲別では，所有者としての項目であった。この“部下育成”を1位
におしている場合でもその多くは，第2順位を選択した際“組織化”に対してかなりの比率をあたえ
ていることからみて，“組織化”を低く評価したわけではないことがうかがわれる。ただ，ここから
“zz下育成能力”がみずからも優れ経営者としても必要な能力だとして比較的高い評価をあたえたの
は，40～50才未満，50～60才未満，中規模から中堅企業，所有者としての活動を主とする者といった
項目であった。すなわち，社長年令からいえば中年，企業規模からいえぽ中小企業，活動範囲では雇
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第3位選択得票順位
順 位 1　位 2　位 5　位 4　位 5　位
総 合
?????40　才　未　満
40～50才未満
50～60才未満
組織化18．7％
組織化　229
部下育成
　22ア
部下育成
　21．2
・・才以上　組塾化
部下育成
18．0§
???
?????
部下育成
　18．8
方法発見
　17，4
目標設定
　15．2
情報伝達
　15．5
中規模企業
中　堅　企　業
部下育成　　組織化
　18．6　　　　　　17．5
部下育成
　18．　8
　　　　　　　　組織化大 　企 業　　　　　　　　　30．6
所有者として 部下育成　19．1
組織化　17．7
目標設定
　18．4
組織化　17．2
目標設定
14．30／o
動機づけ・情報伝達　　　　13．ろ％
目標設定・動機づけ
　　　16．7
方法発見
　12．5
組織化　14．4
動機づけ
　14．ア
目標設定
　14。8
方法発見
　14．0
情報伝達
　16．1
以下の項目・同
　　　　114
率
組　　織　　イヒ　・　情報伝達i
　　　　14．1
動機づけ・部下育成
　　　　12．7
目標設定・動機づけ
　　　15．4
悪晶輪｝混在
専門経営者として
組織化　18．8
組織化　20．1
目標設定
　15．1
方法発見・動機づけ　　　　14．3
方法発見　　情報伝達
　15．8　　　　　　　　　13．0
部下育成　　情報伝達・目標設定
　18．3　　　　　　　　　　　　　　　14．7
部下育成
　15．　8
動機づけ
　15．1
目標設定
　14．4
方法発見
　1L3
部下育成
　10，2
????????
動機づけ
　13．8
方法発見
　12．2
われ経営者でない所有企業者といった層が“部下育成”にある程度高い評価をあたえているというわ
けである。
　以上の第1順位，第2順位，第3順位の傾向をみて，経営者が一般的に必要であり，かつみずから
も優れていると考えている経営上の能力は，第1位目標設定能力，第2位方法発見能力，第3位組織
化能力と部下育成能力という順位で評価されていることがわかる。
　これに対して，本調査の前年度に日本青年会議所が同様調査内容のものをアメリカの経営者につい
てまとめた資料（International　Comparison　of　Executive　Activities）によると，1位“動機づけ能
力tt，2位、、組織化能力”，3位“目標設定能力”となっており，当該調査結果とは大きな相違のみられ
るのは興味深いことである。
　C　経営者としての自己向上努力（1－1）
　わが国経営者が，自己の向上のために努力している事項として，本調査では，友人・先輩との意見
交換，読書，業界内の研究グループ（セミナー）への参加，国内視察，業界外の研究グループ（セミ
ナー）への参加，海外視察・社内研究グループへの参加の項目を設定し，そのうち重要と思われる順
に選択させ，実態を把えている。この問題については，調査資料を次のような表にまとめることで，
おおよその見当がつくようであり，特に論評を附すまでもないと思われるので，以下の図表によって
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経営者としての自己向上努力〈第1位〉選択得票順位
順 位 1　　位 2　位 5　　位?
合
63ア件
?????
???
???
40才未満
49件
40～50才未満
140件
50～60才未満
197件
60才以上
251件
独立企業
507件
下請企業
48件
独立兼下請企業
82件
中規模企業
390件
中堅企業
195件
大企業
52件
友人先輩との意見交換
　　　292件　（45．8％）
同　上
26　（55，1％）
同　上
65　（46．40％）
同　上
87　（44．2％）
同　上
114　（45．4％）
同　上
229　（45．2％）
同　上
25　（52．1％）
同　、上
　　　　178　（46．3％）
同　上
178　（45．6％）
同　上
87　（44．6％）
同　上　　　．
　　　　27　（51．9％）
読書（専門書）
　　　137件（21．5％）
業界内の研究グループ
への参加　6（12．2％）
読　書
35　（25．0％）
同　上
42　（21．3％）
同　上
55　（21．9％）
同　上
141　（21．9％）
業界内の研究グループ
への参加11（22．9％）
読　書
21　（25．6％）
同　上
81　（20．8％）
同　上
45　（25．1％）
同　上
11　（21．2％）
業界内の研究グループへ
の参加　90件（14．1％）
社内研究グループへの参
力口●読書　　　5　（10，2％）
業界内の研究グループへ
の参加　　11（7．9％）
同　上
40　（20．50／o）
同　上
33（15，1％）
同　上
71　（14．0％）
読　書
5（10．4％）
業界内グループへの参加
　　　　　8（9．8％）
同　上
61　（15．6％）
同　上
22　（11．3％）
同　上
7　（1三5．5％）
経営者としての自己向上努力〈第2位〉選択得票順位
川頁 位 1　　位 2　　位 3　　位
総
?
631件
?????
???
???
40才未満 48副
40～50才未満
158件
50～60才未満
195件
60才以上
250件
独立企業
501件
下請企業
48件
独立兼下請企業
82件
中規模企業
385件
中堅企業
194件
大企業
52件
読　書
160件　（25．4％）
同　上
17　（35．4％）
同　上
39　（28．50／o）
同　上
46　（23．60／o）
友人先輩との意見交換
　　　　61　（24．4％）
読　書
133　（26．5％）
業界内グループへの参
力［1　　　　　15　（51．3％）
同　上
19　（23．2％）
読　書
97　（25．2％）
同　上
52　（26．8％）
友人先輩との意見交換
　　　155件（21，4％）
業界内の研究グループ
への参加10（20．8％）
同　上
32　（23，2％）
友人先輩との意見交換
　　　　41　（21．0％）
読　書
58　（23．2％）
友人先輩との意見交換
　　　　110　（22．0％）
業界内の研究グループへ
の参加125件（19．5％）
友人先輩との意見交換
　　　　　6　（12．5％）1同　上
　　　　　27　（19．6％）
業界内の研究グループへ
の参加　　55（16．9％）
同　上
48　（19．2％）
同　上
89　（17．8％）
読書・友人先輩との意見交換
　　　　　　　　　9（18．8％）
読　書
18　（22．0％）
業界内の研究グループ
への参加87（22，6％）
友人先輩との意見交換
　　　　40　（20．6％）
読書・友人先輩との意見交換
　　　　　　　　　　　11　（21．2％）
友人先輩との意見交換
　　　　　16　（19．5％）
同　上
84　（21．8％）
業界内の研究グループへ
の参加　　31（9．6％）1海外視察
　　　　　10　（19．2％）
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考察されたい。また，調査表の設問の〈1－2＞〈1－3＞〈1－4＞についても，同様な意味から論評を割
愛した。
　以上の2表は，第1位および第2位に重要と回答された項目の得票数（率）の大きいものから，そ
れぞれ1，2，3の順位に該当するものをピック・アップし，作表したものである。
II　経営者の役割と意識
A　オーナーとしての役割と専門経営者としての役割との比重関係（9－1）
　本項目は，戦後，わが国企業においても，資本と経営の分離がその傾向を強めてきたとされている
が，「企業の経営者が企業の所有者（オーナー）としての役割と経営老としての役割とのいずれによ
り重点をおいて行動しているか」の実態をさぐるために設問されたと述べられている。
　次に回答結果を，社長年令別，業態別，企業規模
別に分けて得票順位をあげると右のとおりである。
（この表では，企業の所有者としての役割は“所有
者”，所有者としての役割と専門経営者としての役割
とが混在している場合を“混在”，専門経営者として
の役割を“経営者”とする。）
　回答得票順位は右の表のようにまとめることがで
きるが，ここで注意しておきたいことは，こわ設問
では“事実t「を問うているのか“意識”を問うてい
るのか，必ずしも明らかでない。すなわち，彼らが
実際に所有者であるのか，または所有者から経営責
任のみを与えられて活動する専門経営者であるかを
問うているのか，またはこのような事実はともあれ，
彼らが所有者的観点に立って経営しているのか，専
門経営者観点に立って経営しているのかを問うてい
るのか，明らかでない，ということである。
　さて，調査結果を検討してみると，次のような傾
向を読みとることができる。まず第1に社長年令の
順 位 1位 2位 3位
総 合
?????
業
態
別
????????
40才未満
40～50才
未　　満
50～60才
未　　満
60才以上
独立企業
下請企業
独立兼下請企業
中規模企　　業
中堅企業
大企業
混　　在
47，2％
混　　在
46．2
所有者　43．9
混　　在
　59．1
所有者
　34．7
所有者
　57．　8
所有者
　46．9
混　　在
48．8
所有者　422
混　　在
55．9
経営者
57．7
所有者36．80／o
所有者　42．9
混　　在
　40．3
所有者　52．8
経営者
24．4％
経営者　8．2
経営者
　14．4
経営者
25．5
混　在・経営者
　　32．3
混　　在
　34．9
混　　在
　42．9
経営者
25，0
混　　在
59．5
所有者
　51．8
混　　在
26，9
経営者
25．7
経営者
　10．2
所有者
　23．8
経営者
　16．7
経営者　30，8
所有者
　15．4
高いほど専門経営者の役割を果たすとする者の比率が高いということ。逆に年令の若くなるほど所有
者と専門経営者としての役割が混在していると答えた率が高いということ。また，50才以下では，所
有者としての役割を果たすと回答したものの比率が，50才以上のものより約10％程度高いということ。
60才以上では，この3者はほとんど大差がなく，40才未満と40才～50才未満では“混在”と“所有者”
とは大差ないが“専門経営者”は前記2者とくらべてかなり低率であること。50～60才未満では“混
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在”“所有者”“経営老”の順位がほぼ6～7％ずつの差で開いている，等の特徴がみられる。
　次に，業態別の特徴は，専門経営者としての役割の率が下請企業において極端に低く，所有老とし
ての役割を果たすと回答した者の率が他の業態のものよりかなり高い比率を示している。独立兼下請
企業では“所有者”と“経営者”の率はほぼ等しいのに対して“・an在”はこれら2者および他の業態
の“混在”の比率に対してかなり高率を示している。独立企業では“所有者”“混在”“経営者”の順
であるが，それぞれ極端な開きはない。
　規模別の特徴としては，まず調査対象の企業の規模の大・中・小では，大と小はその順序がまった
く逆であるということ，すなわち小の企業では“F7f有者”“混在”“経営者“の順で比率が低くなり，
大企業では“経営者”“混在”“所有者”の順で低くなっており，小企業では“経営者”が極端に低く，
また大企業では“所有者t’の率が極端に低くなっている。これらに対して中企業はこれら者がほぼ大
差なく，また他の2種の企業規模とはまったく異なって“E在”がもっとも多く，他の2者はほとん
ど同率である。また，企業規模が小さいほど“所有者ttとしての回答率が高く，企業規模が大きいほ
ど“経営者”としての回答率が高く，企業規模が小さいほど“混在”の比率が高い，等の傾向がうか
がわれる。
　以上のような特徴が調査結果から読みとることができるが，わが国企業において，近代化・民主化
が進んだと一般にいわれているにもかかわらず，まだまだ企業の所有者が，あるいは所有者としての
意識をもった経営者がかなり高い率を占め，大企業のように，専門経営者としての役割を果たすとす
る者の比率が他の企業規模に対して大差をつけて大きい場合でも，なお半数程度にとどまっていると
いうことは考えさせられることではある。
B　株主に対する経営者の責任（9－5）
　株主に対する経営者の責任について，わが国経営老はどのように考えているのか，自由回答形式に
よって回答を求め，それを以下のようなパターンに分類している。
　｛1）株主の利益保全（高配当と株価の維持向上）284件41．2％
　（2）長期安定経営（企業合理化，自己資本の充実，経営者の自己開発，後継者の育成）176件25．5％
　（3）社会的責任の一環として株主に対する責任を遂行する。　（ガラス張りの経営，低価格・優良製
品の生産，労使関係の安定）109件15。8％
　（4）積極的経営による高成長79件11．5％
　このような（1）から（4＞にいたる順序は，社長年令別，企業規模別，それぞれの区分においても，やは
り変りなく位置づけられるが，その中に若干の特徴がみられるので，以下に簡単に述べることとす
る。
　まず，社長年令別特徴としては，（1）の株主の利益保全の項目は上記の通りで，いずれの年令におい
ても第1位を占めているが，年令の若くなるほどその占める比率が高くなっているという傾向がはっ
きりでている，ということ。60才以上36，8％，50～60才未満42．4％，40～50才未満45．7％，40才未満
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47．5％といった具合である。規模別では，（1）で大企業，（2×4）で中堅企業が比較的高率を示している。
　このことから，紺株主意識が社長年令の低いほど強く，また大企業において強いことを示しており，
これに対して，年令の高いもの中堅企業は経営そのものに注目する意識が比較的高いことを示してい
る。しかし，この問題では，経営者の“活動範囲別”区分の集計が得られれば，それとの関連でもっ
とはっきりした傾向がつかみ得るであろう。
　調査資料によれば「特に考えていない（20件3，0％）という回答理由の多くは経営者が同時に大株
主であるため」ということ，また，「その他（21件3。0％）という回答のうちもっとも多いのは，利益
を配分するに際し株主優先ではなく，あくまでも株主，従業員，社会への適正な配分を第1に考える
という回答である。」との説明がなされている。
　以上においてみられるとおり，この問題の回答からみるかぎり，経営者における対株主意識がかな
り強いこと，企業の社会的役割や意義が強く叫ばれている反面，経営者にとってやはり資本の企業に
おいてもつ意味の大であることを明らかにせざる得なかったようである。このような経営者の意識
が，現在問題となっている“公害”に対す政策や態度，意識などをみるとき，はっきりと反映されて
いるのをみることができる。
C　企業の社会活動の意義（12－4）
　企業としての社会的諸活動（これはおそらく社会事業的な内容をもつものと思われる）に対する経
営者の意識の問題で次のように設問されている。「あなたは企業としての社会活動をどのように考え，
実践しているか。（1｝ともかく奉仕理念をもって活動している。②需要創造として必要と考え活動して
いる。（3）利益還元という点から必要と考え活動している。｛4）あまり考えたことはない。㈲その他」
　回答のうち36．1％が（1）のu奉仕理念”の項目で，次いで23．4％が（2＞の、、需要創造”，3位が22．3％で
（3）の“利益還元”がとりあげられている。
　第1位は，40才未満の年令層をのぞく社長年令別，業態別，規模別，経営者活動範囲別のそれぞれ
のすべての区分において，（1）の“奉仕理念”の項目であった。この項目は，企業の所有者的役割が強
いほど高く，また50～60才未満，下請企業，中堅企業といった区分のところで比較的高い評価を得て
いる　。
　総合で2位にランクされた（2）の項目“需要創造’ノを比較的高く評価したのは，40才未満中堅企業，
活動範囲別の混在型の区分のところであった。
　これに対して，（3）の“利益還元”という項目に比較的高いウエイトをおいているのは，40～60才未
満の中堅年令層，大企業と中規模企業であり，また専門経営者役割が強いほどこの率は高い。
　経営者活動範囲別での評価が，（1）と（3）の項目でそれぞれ逆の傾向を示しているのは興味深い点であ
る。
　また，“あまり考えていない”という項目は，平均15％程度であるが，下請企業の区分でかなり高
く24，5％にも達し，この種企業の性格を物語る一証左でもあろうかと思われる。
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D　経営者が企業を経営するにあたって必要と思われる自己企業における持株比率（9－2）
　調査結果をまとめた表を見るとまず驚かされるのは，企業の近代化や株式の民主化がかなり進んだ
とされている現在，経営者が“自己企業の株式保有は必要ない”とするものの数およびその比率が総
合で7．2％，最高の比率を示した大企業の項目でも15．1％とまったく低く，これに対して“30％以上
の自己企業株式保有が必要”だとするものが60％以上（総合40才未満の項目では80，7％）にもおよぶ
ということである。
　しかし，現在の激しい企業競争，それが国内ばか
りか国際的に拡大化し，また，資本の自由化の嵐の
中にほうり出されている現状を考えてみるとき，企
業の維持・発展にとって，企業の支配権をあらわす
資本，換言すれば株式の保持に対して経営者が高い
評価をあたえているのは当然といえば当然のことか
も知れない。’ただ，ここで注意しておくべきことは，
設問では「企業経営上経営者としてはどの程度の自
総合　（635イ牛）
40才未満
　　（47件）
40～50才未満
　　（142件）
50～60才未満
　　（193件）
60才以上
　　（253件）
まったく
必要ない
　46件
（7．2％）
　1件（2，1％）
　5件（3．5％）
　17件
（8．8％）
　23件
（9．1％）
50％未満
必　　要
　192件
（30．2％）
　　7件
（14．9％）
　39件（27．　5％）
　60件（31．1％）
　86件（34．0％）
30％以上
必　　要
　397件
（62．6％）
　59件（80．7％）
　98件（69．1％）
　116件
（60．1％）
　144件
（56．9％）
己企業の株式保有が必要であると思いますか」となっており，経営者個人が自己企業の株式を保有す
ることをを問うているのかそれとも企業自身が自社の株式を保有する自己株式（社内株・金庫株とも
いう）をさしているのか，受けとり方によってはいずれともとれるということである。
　次に，社長年令別，業態別，規模別特徴について要約してみる。
　社長年令別特徴としては，年令の若いものほど株式保有（ことに30％以上保有）の必要性を認めて
いるということであり，30％以下必要かまたは必要でないとするものの数および率は逆に小さくなっ
ている。
　次に規模別特徴についてみると，規模が小さい程30％以上の株式保有が必要と考えているものの数
および率が高いということである。また，まったく必要でないとするものおよび30％未満必要だとす
るものの数および比率は，規模が大になるほど大きくなり，ことに大企業においては，30％未満必要
とするものの率が64．2％と非常に高いことが特徴的である。これに対して規模の小さな中規模経営で
は51～74％必要とする項目の率がかなり高い（34．3％）ことが特徴といえよう。
　業態別特徴としては，下請企業が51～74％必要とする項目が他の者に比べてかなり高い点であろ
う。
　以上のように自己企業の持株比率に関しては，社長年令が若ければ若いほど，また規模が小さけれ
ば小さいほど，そして業態としては下請企業の場合ほど高い比率を重視していることがうかがえる。
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III経営者の日常生活
A　経営者としての公的生活と私的生活との調和（3）
　回答639件のうち，調和がほぼ保たれていると答えたのは331件（51．8％），十分保たれていると答
えたもの279件（43．7％）で，両者で95．5％となり，保たれていないと答えたものは29件（4．5％）で
あるところから，経営者は，自分では公的生活と私的生活との調和は概して良好に保たれていると考
えていることがわかる。しかし，“私的生活が公的生活の犠牲になっている”と答えているものが415
件（65．3％）もあり，また私的生活と公的生活の調和が破れた場合“できるだけ公的生活を優先させ
る”と答えているものが414件（65．2％）とほぼ同数もあり，実際には私的生活のかなりの犠牲の上で
の“調和”とみるのが妥当のようである。このように，私的生活が犠牲にされ，または，犠牲となる
ことをも辞さない意識をもっているものがかなり高い比率を占めているにもかかわらず，調和がほぼ
保たれているとするものが実に95．　5％にも達しているわけだが，このことから，次のような事実が推
測できるのである。つまり，経営者という職務上の性格は私的生活の犠牲を余儀ないものにし，この
　　　　　公的生活と私的生活の調和
保たれていない
　　　4．5％
ほほ保たれ
ている
　51．8％
十分保たれ
ている
　43．7％
私的生活の犠性の有無 調和から破れた場合
???????? ??っ＝?? ?
0．9％
私的生活を優先させるほうである
地位を保持するための当然の犠牲だとうけとめていること。したがって，この“調和ttは経営者と私
的生活にかかわる家庭の構成員とがともに容認した上でのデリケートな状態の下での危険をはらんだ
調和であると推測されるのである。（注：上記図表は調査資料p，53掲載のもの）
B　経営者の休暇（回数）と休暇延日数（14－2）
　企業の経営者の休暇（日曜祭日を除く）回数の年合計をみると，0回（1回も休まない）の回答がも
っとも多く622件のうち146件（23．5％）で，ついで2回が17。5％，1回が14。5％という順序であり，こ
れを延日数でみると4日～7日の項目がもっとも多く620件中178件（28．7％）で，ついで0日が21．6％，
3番目が8日～10日で13．4％である。経営者の責務が肉体的にも精神的にもかなりきびしいにもかか
わらず，休暇の回数・日数は極度に限られているようである。ただ，経営者の仕事には，見方を変え
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てみれば，休暇と同じように理解されてもよい要素がかなり含まれている場合のあることは否定でき
ないであろうが……。
C　経営者がすごす時間は社内が多いか社外が多いか（15）
　経営者がすごす1週間（休日を含む）の時間のうち社内・社外それぞれどの程度において用いられ
ているか，調査結果にもとついて考えてみると次のとおりである。
　1．社内ですごす時間
　35～40時間未満が23．3％で最高で，次いで30時間未満が19．3％，30～35時間未満15．2％という順序
である。
　2．社外・家庭外ですごす時間
　この項目については，調査資料には記載がないが，大阪商工会議所の調査の同様項目によれば，社
外（公用）ですごす時間は，一定しないが10～15時間未満，20～25時間未満の回答がともに18，3％，
っいで15～20時間未満の12．4％がめだつものであった。また，（私用）の時間は，5時間未満39．　9％，
5～10時間未満19．9％，10～15時間未満17．9％であった。
　3．家庭内ですごす時間（家族とすごす時間）20～25時間未満23．4％，10～15時間未満30．3％，
5～10時間未満17．6％である。
　4，睡眠時間
　45～50時間未満36．2％，40～45時間未満19．　0％，50～55時間未満15．2％という順序で，平均睡眠時
間は6時間から7時間といったところである。
IV　従業員対策と経営者意識
A　従業員の労働意欲向上策（8－1）
　従業員の労働（勤労）意欲を高揚するために有効と思われる対策や制度等（目標管理制度・賃金水
準の改善・社内業務組織の改善・従業員持株制度・教育訓練・経営協議会・権限委譲・社内登用試験
・職務一職能給・提案一表彰制度・カウンセリング・福利厚生・家庭関係の13項目を設定）について
重要度の高いものを3つ選択させている。
　その総合結果は比率の高いものから次のような順位で示されている。
　（1）賃金水準（391件20．　5％）（2）目標管理制度（339件17．　8％）（3）権限委譲（305件16．　0％）（4）社内
業務組織の改善（147件7．7％）（5＞教育訓練（128件6．7％）（6職務・職能給（122件6．　4％）（7）福利
厚生（99件5．　2％）（8）経営協議会（94件4．9％）（9＞提案・表彰制度（89件4．7％）　（10）従業員持株制度
（86件4．5％）（11）カウンセリング（45件2．4％）（12）家庭関係（31件1．　6％）（13）社内登用試験（18件
0．9％）。
　この総合での傾向は，経営者の活動範囲別ではほぼ大差なく一致しているようであるが企業規模で
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は，中堅企業と大企業において第3位までに変差がみられる。中堅企業の場合1位の“賃金水準の改
善”が2位に，2位の“目標管理制度”が1位に，また大企業においては，総合の1位，2位，3位
がまったく逆転し，3位の“権限委譲”が1位に，1位の“賃金水準の改善“による労働意欲向上策
としての比重は，明らかに企業規模の小さいものほど大きくなっていることがわかる。さそ，このよ
うに規模が小さいほど比重が大きい項目としては，他に“従業員持株制度”や“経営協議会”“福利
厚生”などがみられる。またこの逆の傾向では“社内業務組織”などは，規模が大きいほどウエイト
が大きい。また“教育訓練（社内・社外）”は中堅企業が他に比し高いウエイトをおいているようであ
る。
　経営者の活動範囲別では，ほんのわずかの差ではあるが，活動範囲別の3者のうち1者が他に比べ
て大きいか，または小さい比率を示すものとしては，“経営協議会”と“職務・職能給”の項目が“混
在型”の活動範囲rp場合は他の2者に比べてウエイトが大であり，“従業員持株制度”は“専門経営者”
が他の2者に比べて小さいウエイトしかこれに置いていない。“教育訓練（社内・社外）”の項目は，
“所有者”が他の2者にくらべて小さなウエイトしかこれに置いていない，等の傾向がみられる。この
ようなことからみて，物的インセンティヴが規模の小さいものほど重視され，また所有者的傾向の強
いものほど権限委譲への関心のうすいことがうかがわれる♂
B　若年従業員と中高年従業員との融和策（8－2）
　「設問8－2最近，従業員の若い人達と高年令の人達との間で勤労に対する考え方や価値観に大きな
ひらきがみられているようですが，両者を企業のなかでどのように融和していく方法をとられていま
すか。」
　ドラッカーのいわゆる「断絶の時代」に端的にあらわされているように人間相互の間の断絶が一般
にひろく意識され，とりあげられるとともに企業における若年従業員と中高年令従業員とのあいだに
おける世代ギャップの問題が管理上大きな影響をあたえるにいたっているが，本調査では両者の融和
策について各企業がどのような姿i勢でとりくんでいるかを自由記述方式による回答を求め～その結果
を10のパターンに分けてその傾向をみている。
　回答数・回答率の高いものから順に示してみると次のとおりである。（数値は総合平均。回答総数
は796件。）
　（1）若年従業員の価値観を認め，かれらの意向を十分に把握し，かれらのサイドに立った指導・相
談を心がけるとともに，できるかぎり両者の話し合いの機会をつくるようにし，コミュニケーシ・ヨン
の円滑化をはかり，人間関係の良好をはかっている（243件：30．5％）。
　②　若年労働者に対し，目標管理制度や自己申告制度や提案制度などの啓発的な機会を多く与え，
モラールが高揚するような指導を行なっている（152件：19，1％）。
　（3）とくに価値観・勤労観を理解させるようにし企業における新しい人間関係のあり方を指導して
いる（90件：11．3％）。
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　（4）文化・体育・レクリェーション活動を活発化して両者の融和をはかるようにしている（73件：
9．2％）。
　（5）監督者の若がえりをはかるとともに，適正配置などにより従業員能力の積極的開発をはかるこ
とにより組織の硬直化を防いで，両者のギャップをなくすようにしている（57件：7．2％）。
　（6）第1線監督者や中堅従業員のはしわたしの役割を重視し，かれらを中心とした指導と相談の体
制をしいている（46件：5，8％）。’
　（7）特に対策はとっていない：特に問題はない（39件：4．　9％）。
　（8）経営目標を明確にするとともにその方針の徹底をはかるようにしている（39件；4，5％）。
　（9）その他（人間理解研究会や青年重役会などの活動）（32件：4．O％）。
　㈹　カウンセリング生活指導や意向調査などを実施して極力従業員の不満解消をはかるようにし，
特に若年従業員には生活の方向などについてアドバイスを与えている（28件：3．5％）。
　以上の総合平均での順位は社長年令区分や企業規模区分でもほぼ同様な傾向がみられ，大差はあら
われていない。
　調査結果を集約して，東京商工会議所企画調査部は次のように結論している。
　「若年従業員問題く世代ギャップ問題）に対する企業の対応策としては，基本的には若年従業員の
もつ価値観・勤労観を認めつつかれらのサイドに立った指導が心がけられていること。動機づけの管
理が重視されていること。かれらのはしわたし役としての第一線監督者や中堅従業員の役割の重要性
とい’､ものが強く認識されていることなどの人事管理面における新しい姿勢がうかがわれた」と。
　さて，ここでみられる融和策とは，次のような意味をもつものといいかえることができるのではな
いかtと思われる。
　まず，経営者みずからが若年従業員の価値観を認めて，彼らのサイドに立ってものを考えると同時
に，中高年令従業員に対しても経営者と同様に若年従業員を理解せしめること。若年従業員と直接接
触する第一線監督者や中堅従業員のはしわたしとしての役割を重視し，若年従業員の自発的意欲を引
きおこすような制度をとり入れ監督者の若がえりや適正配置などという形を通じて若年従業員の登用
をはかることによって彼らの企業への帰属意識を強めること。またさもなければ仕事外のレクリェー
ションなどを通じて若年従業員を企業にひきつけようとするといった形の，いわば若年従業員をなん
としてでも企業に引きつけるための方策としての意味のみが強く，これらは若年従業員対策以外のな
にものでもないようにもうかがえる。
　しかし，このような方策を継続・強化することにより若年従業員と中高年令従業員とのギャップを
うめようとすれば，こんどは中高年令従業員の不平・不満が堆積するといった矛盾が生ずる。それば
かりか，若年従業員に対して，彼らの管理における自信のなさを示すものであり，この現象は中高年
令従業員への不信感を促進させることにもなりかねない。
　世代はともあれ，自他はともあれ，よいものはよい，悪いものは悪いと明確に律する自信ど相互理
解の上に成り立つリーダーシップにもとついてなされる積極策を講じなければその目的は果たされえ
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ないのではなかろうか。
C　後継者育成の方法（8－3）
　企業経営者の後継者育成は，企業の継続にとって欠くことのできない重要課題の1つである。現在
企業においてどのような後継者育成方法が具体的に行なわれているか，またこの問題に関して経営者
はどのように考えているのか，自由記述方式によって回答を求め，それを次のように分類している。
　（1）方針を決めて計画的に後継者育成をやっている。
　　（／）後継者をあらかじめ決め，大幅な権限委譲を行なって経営の広範囲にわたる方針や企画をま
　　　　かせている。
　　（ロ）後継者を決定していないが，次期後継者を意図的に養成している。
　②　特に後継者の育成はやっていない。
　資料にもとついてこの問題を考えてみると，まず，（1）と（2）の回答総数（998件）での割合は（1）が912
件で91．4％，（2）が86件で8．6％と圧倒的に（1）の項目が多く，この問題に対する経営者の意識の高さを
示している。
　（1）に対する社長年令別・企業規模別特微は，年令が高ければ高いほど，また企業規模が大きければ
大きいほどそれぞれの比率が大きくなっており，②に対しては当然のことではあるが，年令の若いも
のほど，また規模の小さいものほど大きな比率を示している。
　（1）の（イ）と（ロ）の割合は，（イ）が382件で38，3％あるのに対して，（ロ）は530件53．1％と「後継者は決定して
いないが，次期後継者を意図的に養成している」という項目の方がかなり高い比率を示している。（イ）
（ロ）それぞれの社長年令別区分と企業規模別区分での特徴をみると，（イ）は年令の高くなるにしたがって
高率を示しているが，規模別区分で中堅企業が他の2者に比べてかなり高い率を示しており（小：
35．　5％，中：43．8％，大：33．3％），発展的中堅企業のこの問題に対する意識の高さがうかがえる。
　（ロ）については，年令別ではスムーズな線でその傾向をとらえることはできないが，50才を境として，
小さい者より大きい者の方が高率を示し，規模別では，中堅企業が（つに対して高率を示しているのに
比べて，ここでは他の2者より低率であり，大企業が他の2者より比較的高い率を示している（小：
54．4％，中：50．O％，大：60．　6％）といった具合であった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従業員の持株制度の評価　1）従業員持株制度（9－3，9－4）
　1．　従業員持株制度に対する経営者の評価
　従業員の持株制度についてどのような評価がなされているかをみ
ると，総合では右の図（調査資料p．39）のとおりで，この制度に
対する評価は比較的高いものといってさしつかえないようである。
　社長年令別特徴としては，40～60才中年層が，60才以上，40才以
下の2層に対して比較的高い意義をこの制度にみとめているようで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一66一
なんともい
えない
　25．3％
手責極白勺【こ，ee．
をみとめる
　52．9％／
　　　　　　　　　　　　　　　　経営者の経営意識とビヘイビア
ある。
　規模別特徴としては，中堅企業がもっとも高い評価をこの制度にあたえ，大企業は他の2者に比べ
て低い評価しかあたえていない。業態別では，独立兼下請企業が他の2者に比べて高い評価をあたえ
ているのが特徴的である。
　2．従業員持株制度の実施状況
　実施状況は次の図（調査資料p．39）のとおりであるが，社長年令別，規模別，業態別それぞれの
特徴について，若干を次にのべてみよう。
社長年令別・規模騰徴は前項・の場合と同様で…～・・才の中　欝灘獺踏
年層が60才以上，40才以下の2年令層に対して比較的高い実施状況
がみられ，また中堅企業が比較的高い実施状況を示しており，大企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11％以上業は他の2者に対してかなり低い実施状況であることがわかる。　　　　　22’6％
　業態別特微として前項では，独立兼下請企業の従業員持株制度に　　　　　　　　　　萎葱してい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　45．9％
対する評価が他の2者に比べて高かったのであるが，実施状況は，
独立企業がもっとも高い率を示し，この業種は下請企業よりもさら　　　　　．6％以」三，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15．7％に率が低く最底の率を示している。この業種では，この制度の意義
に対しては高い評価を下しているのであるが，実施状況は低率を示
していることから，この業種では今後この制度の実施に取組もうとするか，あるいは取組みたいと考
えていると推察できる。
E　企業内意志伝達方法（5）
’企業活動を円滑に運営し，効果的な経営管理が実を結ぶためには，構成員間の意志疎通が十分で，
企業の目的が従業員の活動め指針として明確に把握されるということが望まれよう。
　わが国企業において，社内における意志伝達方法として，実際どのようなものが効果的だと考えら
れ，理解されているか，調査では以下の11項目を設定し，回答結果を集計している。
　社内会議，提案制度，朝礼，掲示，社内報，苦情相談，巡回，労使会議，教育訓練，個人接触，そ
の他社内組織，その他。
　回答総数は1，880件であり，それらの総合集計での各項目の回答数および回答率の順位は次のとお
りである。（1）社内会議542件（28．8％）（2）個人接触313件（16．　6％）（3＞朝礼222件（11．8％）　（4）労使
協議会144件（7．7％）（5＞掲示133件（7．1％）（6）教育訓練121件（6．4％）（7＞社内報113件（6，0％）
（8）その他社内組織112件（6．O％）（9＞提案制度80件（4，3％）（1①巡回65件（3．5％）（11）苦情相談23件
（1。2％）その他が12件（0．6％），無回答が4件である。
　3位までの回答順位，（1＞社内会議，（2＞個人接触，（3）朝礼は社長年令別，規模別，活動範囲別のそれ
ぞれにおいて，ほぼ変りはないが，若干の変化は規模別における大企業と中堅企業においてみられる。
中堅企業では3位に“労使協議会”が，“朝礼”に変って入り，“朝礼”は4位に下がっている。また，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－67一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
大企業においては，2位に“社内報”が入り，3位が“個人接触”で，3位であった“朝礼”は最下
位に下落している。さらに活動範囲別では，専門経営者の区分で3位の“朝礼”が5位に下がり，3
位に“労使協議会”が入っている。．
　3位までの順位では，以上のようなことがめだった点であるが，以下に企業規模別ならびに活動範
囲別区分のところで，極端ではないが若干の注意すべき傾向がみられるので指摘しておきたい（しか
し，社長年令別区分ではとくに見るべき特徴はうかがわれない）。　’　　　　，　・t
　まず，企業の規模別傾向をみると，“朝礼”は規模の小さいほど重視され，比率が高く，この傾向庶，
“掲示”“個人接触”の項目でも同様である。逆に“社内報”・“教育訓練”“その他社内組織”などは，
規模が大きいほど大きな比率を示している。また1種の企業規模だけが他の2種の規模企業に対して
かなり大きいか，あるいは小さい比率を示すものとしては，“社内報tt（大企業が他の企業よりとびぬ
けて大）と“労使協議制”（中規模企業が他の企業よりとびぬけて小）があげられる。
　経営者の活動範囲別では，“掲示”“巡回”の項目は，所有者的活動範囲が大きいほど大きな比率を
示し，“社内会議”“社内報”“労使協議会”などの項目は，専門経営者的活動範囲が大きいほど大きな
比率を示している。また“朝礼”については，専門経営者としての役割の項目が他の2項目に比し顕
著に少ない比率を示している，等の傾向がよみとれた。　　”
V　経営者と企業環境
A　企業経営に影響をあたえる諸環境（6）
　一般的に企業経営は，その国または地域の企業をとりまく経済社会，文化，自然的条件等の諸環境
からうける影響が大きいとされているが，そうした影響要因に対する経営者の考え方を把握するため，
9つの要因（経済社会制度・気風・人口分布の度合・地方行政・社会資本・情報・地域連帯・自然条
件・文化水準）を設定し，『その影響の強いと思われるものを選択させている。
　次の表は，企業規模別，、業態別にそれぞれ最も高い比率を示す回答から，順次3位までを抜き出し
て1つの表にしたものである。
　総合では，（1）経済社会諸制度26．5％，『（2）文化水準15．5％，（3）人口分布の度合11．9％という順序であ
り，との順位は，槻模別，業態別のそれぞれの項目でほぼ近い形をとっていることがわかる。ただ，
若干の項目でこれと異なる傾向がみられる。すなわち，大企業の項目では“自然条件”が他の項目と
は異なり，大きな影響要因としで2位にあげられており，人為的な諸条件に強い大企業にとって自然
条件がクローズ・アップされることになるようである。中堅企業では，3位に“社会資本”が登場し
ているが，成長過程にある企業の多いこの企業規模層での資本に対する関心の高さを示しているもの
とみることができよう。’このことは，また，業態別の独立兼下請企業の場合にも同様にあてはまるも
のと理解できる。　　・1　　　・t’　　　　・t　”
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企業経営に影響をあたえる諸環境　　「・
順 位 1　位 2　位 3　位
総
?
1，814件
?????
???
中規模企業
1，111件
中堅企業
557件
大企業
146件
独立企業
1，442件
下請企業
157件
独立兼下請企業
　　　　　235件
経済社会諸制度
　　　480件（26．5％）
経済社会諸制度　，
　　　295件（26．4％）
経済立会諸制度
　　　14ア件（26．　4％）
経済社会諸制度
　　　40件（27．　4％）
経済社会諸制度
　　　5881牛　（26．9％）
経済社会諸制度
　　　54件（24．8％）
経済社会諸制度
　　　58イ牛　（24．7％）
文化水準
　　　282件（15，5％）
文化水準
　　　175件　（15．6％）
文化水準
　　　90件（16．2％）
自然条件
　　　21件（1　4．　40／o）
文化水準
　　　255件（L6．5％）
人口分布の度合　・
　　　216（牛　（11．9％）
人口分布の度合
　　　144件（13．0％）
社会資本
　　　65件　（11．7％）
文化水準
　　　19件　（13．0％）
入口分布の度合
　　　178件（12．5％）
人口分布の度合　社会資本　地域連帯
　　　　　　　17件　（12．4％）
文化水準
　　　34件（14．5％）
社会資本
　　　32件（13，6％）
　B　産業公害の防止対策に対する考え方（13）
　ここ数年来；ことに今年になって産業公害が経済・社会問題とし大きくクローズアップされており，
さらに法律上の問題としても，経営者の緊急に解決をせまられている問題となってきた。調査時点か
ら現在までの時間的経過が状況の変化をもたらし，経営者の意識にかなりの影響をあたえていると考
えられるが，本調査によってもおおよその傾向は判断できよう。
　回答総数の過半数におよぶ54．6％が，設問の（3）の国や地方公共団体および企業の三者が一体となっ
て解決すべきである，という項目に回答が集まり，次いで②の発生者はその社会的責任としてみずか
ら解決すべきである，という項目に19．5％，（4｝の国ないし地方公共団体が産業公害についてもっと総
合的かつ積極的な防止対策をすすめるべきである，という項目では15．9％，（1）の公害対策の遅れてい
る現状ではある程度止むを得ないと考える，の項目は8．6％という順序であった。
　第1位の（3）の項目は社長年令別，業態別，企業規模別，経営者活動範囲翔めいずれの区分でも第1
位であり，ほぼ過半数を占めている。
　順位もそれぞれ大きな差はないが，特微的なものをしいてあげれば，規模が大きいほど（3）の項目に
対するウエイトが大きく，その逆に②と（4＞に対する評価が小さくなるとV・う傾向をもっでい．6　6規模
が小さいほど，公害に対してみずからの責任での解決と，または，公共団体による対策の両者に対す
る評価を高めているということであり，逆に大企業ほど（3）による解決に集中的にウ土イトを置く傾向
がある，ということである。
　所有者的役割の強いほど（4）による解決（国・公共団体による対策）を重くみており，下請企業にお
ける②の項目（発生者責任）のウエイトは比較的高く，この項目にあたえられた比率の中で最高であ
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り，28．8％を示している（平均19．5％）。しかし，同時に（1）の項目（公害もしかたないとするもの）も
最高で16．0％（平均8．6％）である。
　以上のように経営者の意識の上では，産業公害は，その発生者の責任であり，したがって当然自か
ら解決すべきだ，とする回答数は，全体の5分の1にも満たないものであり，みずからもその一役を
買うが，国や地方公共団体が対策を講ずるのが当然であるか，さもなくば公害もいたしかたない，等
という考え方が強いようである。　　　　　L
　しかし，このような考え方が今後も許されるとは，とても考えることはできない。公害発生を阻止
する対策を含めた生産・流通の過程の形成が，今後の経営者に課された緊急かつ重要な課題となるで
あろう。人間を犠牲にする生産第1主義がいつまでもまかり通るわけのないことを銘記すべきである。
C　業界での構造改善の進捗状況（10－1）
　業界における企業経営体質の強化，企業の合同合併等を通じたグルーピソグによる構造改善の進渉
状況をさぐる設問で，（1）かなりすすんでいる　（2）気運が生じてきた　（3）最近はじめられた　（4）必要が
あるがすすんでいない　⑤その他の5項目から選択を求め，次のような回答結果が示されている。
　回答総数のほぼ半数が（41の“必要だがすすんでいない”の項目（45．9％）で，次いで（2）の“気運が
生じてきた”で18．　5％，3番目が（3）“最近はじめられた”（16．5％）で，（1）の“かなり進んでいる”は
最も低率で8．8％である。
　業態別，規模別の区分において，この順序はほとんど変化がない（独立兼下請企業では2位と3位
が逆になっている）が，回答結果から若干の特徴をひろい出せば次のとおりある。
　規模別では，（4）必要だがすすんでいない，という項目は，規模が小さくなるほど率が大で，その他
の3項目では，その逆に規模が大きくなればなるほど比率が大となっている。すなわち，再編成気運
は規模の大きいほどすすんでいるということを示すものである。
　業態別では，（4泌要だがすすんでいない，の項目はすべて1位であるが，その他については，独立
企業では②の“気運が生じてきた”の項目，下請企業では（1）の“かなりすすんでいる”の項目，独立
　　　　　　　　　　　　　　　兼下請企業では（3）の“最近はじめられた”の項目が，それぞれ他に
　　　外国資本の影響について　　　　　　　　　　　　　　　比べて比率が高かった。このなかで，下請企業が“かなりすすんで
（4）まだ影響を
　うけていない
49．5％
（1）すでに大きな影響
　をつけている
いる”という項目で他に比べて高い率を示したのが特徴的であった。
D　外国資本の影響の有無（10－2）
　資本自由化がすすむにつれて，外資の進出がわが国企業に大きな
影響をあたえつつあるが，その実状をさぐるための設問に対し，左
の図にみられるような回答結果が示されている。
　総回答数に対する各項目の比率は左図のとおりであるが，（4）と（5）
をあわせると66．　4％となり，約3分の2の企業が現在のところ外資進
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出が当面の問題だと考えていないようである。
　この問題については，企業規模別区分での特徴があらわれているので，次にそれを示す。
　（4）と（5）をあわせると，中規模企業69．7％，中堅企業62．6％，大企業55．5％と規模が小さいほどその
率は高く，これをいいかえれば，外資の影響は規模の小さいほどこれまで受けておらず，規模の大き
いほど影響を受けているということである。とくに（3）と（1）の項目では，この傾向が顕著である。②の
項目については，若干傾向が異なり，中堅企業がもっとも高い率を示しているのが特徴である。中堅
企業への外資進出が，しだいに大きな影響をあたえつつあることを示している。
E　アメリ力経営者に対する感情（4）
　現在，アメリカとわが国とは，経済・政治・軍事等多くの局面でいくたの困難な問題を展開してお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
：」，本調査時点における状態からはすでに大きな変化を余儀なくされているであろうが，ここでの調
査結果は1つの指標としての役割をもち得るものと思われるので，以下にその特徴を考察してみたい。
　1．事業を離れた人間同士のつきあいの相手として
　回答総数のうち48．3％は明確な態度を表明していないが，このことはわが国経営者の中には直接的
にも間接的にもアメリカの経営者と接触する機会をもつことが少ない経営者の多いことを示すものと
考えられる。さらにまた接触があったにしても，日本人同士でも同じことがいえるのであるが，好ま
しい者もいれば好ましくない者もおりそれこそ“なんともいえない”のであろうが，大企業ほど態度
不明確の回答が少なく，それだけアメリカの経営者に対する関心が高いか，あるいは接触の機会が多
いことを表わしていると考えられる。したがって，態度不明確は，“接触機会が少ない”ことを原因と
考えても大過ないともいえよう。ここでの特徴的傾向は企業規模が大きいほどアメリカの経営者に対
して好意的イメージをもつ人が多いということであろう。
　2．事業の取引相手として，3．事業の競争相手としての2項目は，集計資料からは明確な推論をひき
だすことは困難であるので，企画調査部の調査結果の要約を次にあげておくこととする。
　2．事業の取引相手として
　事業の取引相手として信用できるかどうかについてどのようなイメージをもっているかをみると，
“かなり信用がおける”と答えたものが39．4％，“きわめて信用がおける”と答えているものが11．1％，
“どちらともいえない”と答えているものが42．2％となっており，結果全体についてみると，相手と
しての評価は，経験内容による差などをみなければならないが，一応かなり厚い信頼をおいていると
みてさしつかえないと考えられる。　　　　　　　　　　　－
　3．　事業の競争相手として
　競争相手としてアメリカの経営者にいだいている感情についてみると，“きわめて脅威である”と答
えているものが101件（16．7％），“かなり脅威である”は204件（33．7％）で，両者を合わせて50．　4％
と過半数のものが脅威を感じており，これを逆の面から裏付けてみると，競争相手としてアメリカの
経営者に対するわが国経営者の挑戦意識が強いということがうかがわれる。
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F　経営者の金融機関利用に対する方針（11）
　企業の金融機関利用状況について，ことに取引機関数に対する経営者の方針の実態に関する調査で
は，回答総数635件中210件（33．1％）が“3行”で，164件（25．8％）が“2行”，150件（23．　6％）が
　“4行～5行”，63件（9．9％）が“1行tl，48件（7，6％）が6行以上「1という順序で回答集計が分類さ
れる。
　業態別区分では，この総合平均での比率とほぼ同結果を示している（下請企業では3位と4位がい
れかわっている）が，規模別ではかなり違った傾向がみられる。中規模企業では，総合の順位通りで
あるが，中堅企業では1位が“4行～5行”，2位が“3行”，3位が“2行”となっており，大企業では，、、6
行以上”と、“4行～5行”が同率で1位であり，次いで“3行”と“2行”が同率であり，“1行”が最低
率である。これは，規模が大きくなれぽなるほど多くの金融機関との取引が行なわれることを示すも
のである。業態別での異例として，下請企業が1行との取引を第3順位に位置づけ，他の2種企業よ
り，かなり高い比率20．4％をこれにあたえているが（独立企業9．1％，独立兼下請企業8．8％），企業の
従属性を表わす1つの証左としてこれをみることもできよう。　　　　　　　　　　　　　　’・
　G　経営者の外部組織・機関への参加
　a　社会的活動としての組織・機関への加入状況（12－1）　　　　　　　　　　‘　　’t
　設問における（1＞の業種別組織（工業会・協同組合）に加入しているものは91．9％，（2）の業種以外の
組織（商工会議所，その他の各種経済団体）に加入しているもの83．2％と，これら2項目について，
ほとんどの経営者が加入しているようである。そして，これら2項目において，それぞれ企業規模の
大きくなるほどその率が高く，この傾向は，（3）の“社会的任意団体（P一タリー・ライオンズ・青年
会議所・日赤・YMCA等の社会的に認められている団体）への加入”と，（4）の“国または地方自治
体の行政に直接関連する機関の委員をしているか”の項目でも伺様であった。’
　（3）の項目は42．0％ほぼ半数が加入で，（4）の項目では15．2％が委員をしている。（4）の場合，50～60才
未満の層がもっとも比率が高く（20．9％），次いで60才以上（17．2％）で，40～50才未満（7．2％）と
40才未満（6．0％）はかなり低い率を示している。当該団体の委員としての性格上年配者に率の高い
ことが示されている。また，（1）（2＞（3＞の項目において，40～50才未満の年令層が他の3者に比べ加入し
ているものの率が比較的低いのであるが，このことは，この後の設問でのこの年令層の評価，すなわ
ち，組織機関の一員としての活動が企業経営にプラスしているかという設問に対して，この年令層が
他の3者に比べて“ほとんどプラスしていない”と答えたものの比率がもつとも高かったこと，とあ
おせ考えてみて，社長としての中堅ともいうべきこの年令層では，企業外のこのような活動に対して
はあまり高い評価をあたえていないことが，うかがわれる。
　b　組織・機関の役員就任状況（12－2）
　役員をしていると回答しているものは，642件のうち379件で59．0％である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－72一
　　　　　　　　　　　　　　　　経営者の経営意識とビヘイビア
　社長年令別および企業規模別のそれぞれの区分で，年令の高いものほど，また規模の大きい企業ほ
ど高い率を示している。
　40才未満48．　0％，40～50才未満52．9％，50～60才未満58．8％，60才以上64，7％，中規模企業51．9％，
中堅企業68．　2％，大企業77．8％といった具合である。
　c　組織・機関の一員としての活動が企業経営にプラスしているか（12－3）　　　　、
　この設問に対しては，“まあまあプラスしている”の項目がもっとも多く，592件中239件で40．4％
に達している。“プラスしている”という項目り合計ではで76．5％，“プラスしていない”23．5％に対
して，、プラスしていると考えている者の率がかなり高いことを示している。
，社長年令別，企業規模別におけるそれぞれの区分での特徴をみると，プラスしていると判断してい
るものの率は，社長年令が高いほど，また企業規模が大きいほど高い傾向をもっている。逆にプラス
していないと判断しているものの率は，社長年令が若いほど，また企業規模が小さいほど大であり，
その率は次のとおりである。（ただし，40～50才未満の年令層はほとんどプラスしていないという項
目が他に比べてかなり高く，上の傾向をはずれている。このことは，上記のaの設問でのコメントを
参照すればわかるように，社長年令での中堅層を形成する年令層では，企業外のこれら活動に対して
あまり高い評価を下していないからである，とみられる。）
　40才朱満26．1％，40～50才未満29．6％，50～60才未満22．’9％，←60才以上20，2％，中規模企業25，1％，
中堅企業23．　2％，大企業13．4％。
VI　情報の収集と処理方法
A　市場情報の収集ルート（7）
　近時いわゆる情報革令があらゆる分野で進展し，経営情報もますます膨大化する傾向にあるが，激
しい企業競争にかちのこるためには，必要な情報を，できるだけ迅速に，かつ確実に入手せねばなら
ない。そのためには，収集ルートの問題が大変重要となる。調査では，この問題に関して次のような
設問によってその結果を集計している。
　「市場情報を把握し，．有望なアイデアを入手する手段として，あなたはどのような情報ルートを利
用しているか，次の項目から利用度合によって該当するものを選択せよ。
　（1）、販売組織（網）からの情報　　　　　　　　’　　　　　　　　t’　－1　　　　　　∫
　②　セ←ルスタン情報・　　　・、　　　　　　　　　　　．
　⑧　雑誌情報
　（4）業界団体の情報
　（5）一般新聞情報
　（6）特定調査研究機関の情報
　（7）ブレーンによる情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一75－　“
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
　（8）特許情報
　⑨　その他」
一各項目ごとに（1）しばしば使う，②時々使う，（3）めったに使わない，の欄を設け選択させている。
　市場情報の収集ルートとしてよく活用されているものとしては②セールスマン情報，（1）販売組織網
からの情報，（7）ブレーンによる情報などがあげられており，“しばしぽ使う”という回答比率は，それ
ぞれ63．2％，63．1％，46．5％である。比較的重要視されているものとしては，（3）雑誌情報，（5）一般
新聞情報，（4＞業界団体の情報，などがあり“時々使う”という回答比率は，それぞれ51．　2％，50．1
％，44．1％となっている。いずれの情報ルートについてもほぼ共通した傾向としては，その利用度
が，規模別には中規模企業（ここでとりあげた企業規模ではもっとも小さい規模の企業）において，
また業態別には下請企業においてもっとも低いということである。
　このうちで特に多用されている情報ルートとしては，中堅企業では（1版売組織（網）からの情報
（72．2％），（2）セールスマン情報（70．8％），大企業では（1）販売組織（網）からの情報（82．4％），（7）ブ
レーンによる情報（72．0％），（4）業界団体の情報（66．0％）などがあげられる。
B　今後の企業内情報処理方法（14－1）
　情報がますます膨大化・複雑化する傾向にある中で，わが国企業経営者がどのような情報処理方法
を考えているのか，調査では，次のような設問により回答結果を集計している。
　「経営にはいろいろな情報をいろいろな角度からより早く処理する必要があるが，あなたの企業で
は今後情報をどのように処理する考えがあるか。
　（1）情報処理のため新しい組織をつくる
　（2）コンピュータを導入ないし利用する
　｛3）従来の処理に若干の改善をする程度
　（4）機械化より人間の教育に重点をおく
　（5）すでにコンピュータを導入ないし利用
　⑥　その他」
　調査結果からみると，設問（2×3）（4）が，総合集計で大きな差がなく26～27％を占めている。社長年令
別区分では特徴的傾向はうかがえないが，業態別では，下請企業で｛3＞の従来の処理に若干の改善をす
る程度でよいという項目の比率が高く，同時に（4）の機械化より人間の教育に重点をおくという項目も
高率である。これに対して独立企業では，②のコンピュータを導入ないし利用するという項目がもっ
とも高い比率を示している。
　規模別では，中堅企業，大企業で②の項目の比率が高く，中規模企業では（3）と（4）の比率が高い。ま
た大企業では（5）のすでにコンピュータを導入ないし利用しているという項目が非常に高い率を示して
いるのが特徴といえる。
　概していえぽ，独立性の強い企業ほど，また規模の大である企業ほどコンピュータなどの機械導入
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による情報処理に積極的であり，従属性が強く，規模が小さいほど，若干の改善か機械化以外の人間
の教育，新しい組織によるとかの方法にウエイトを置いているようである。これらの特徴は，情報処
理の必要性の違いや，資金的条件の違いなどに由来するものと考えられる。
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